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第3次いちかわハートフルプラン　令和元年度進捗状況報告　(市川市 障がい者支援課)

計画第4章(p.53～59)　重点施策
※ 見方→

① 指定特定相談支援事業所箇所数 ① 一般就労への移行者数 ① 地域生活支援拠点等整備数
p.54 p.55 p.56

② 基幹相談支援センター職員による関係会議への出席種類数・回数(ネット ② 年間一般就労移行率 (※1) ② 指定一般相談支援事業所箇所数
ワーク構築) p.55 p.57

(※1 …市内の就労移行支援事業所の利用者及び障害者就労支援 ③ 入所施設からの地域生活移行者数(累計数)
p.57

③ 「障害者虐待防止法」の認知度
p.55

(※1) (※2) ③ 就労定着支援事業による支援を開始した時点から1年後の職場定着率
④ 「障害者差別解消法」の認知度 ④ 精神科病院長期在院者数

p.55
(※1) (※2) (※ 各年度末時点。)

(※1 …平成28年に行った「障害のある方々の暮らしと福祉についての意 p.57
識調査」の結果から。) ④ 就労移行支援事業の利用者数(累計数)

(※2 …e-モニターによる結果。) ⑤ 市内グループホームの定員数

⑤ 成年後見報酬助成延べ件数 ※
p.55 (※ 各年度末時点。)

⑤ 市からの業務発注の件数
p.55

① 避難行動要支援者名簿の登録者数の増加率(対H30年度比・障害分) ① 保育所等訪問支援事業延べ訪問回数 ① 障害児者相談支援ガイドライン研修平均受講者数
p.57 p.58 p.59

(※ 新制度施行後の名簿登録者数(障害分)を5％増)
② 地域職員への研修参加人数 ② 相談支援グループスーパービジョン参加事業所数

② 自治会等への啓発事業回数 p.58 p.59
p.57

③ 主に重症心身障害児を支援する児童発達支援センター及び放課後等デイ ③ 市内法人における入職率と離職率の差
③ 総合防災訓練への障害者団体連絡会からの参加 サービス事業所の数

p.58 p.58

④ 指定障害児相談支援事業所箇所数
p.58 (※ 「pt」＝ポイント。％。)

※ カッコ内は、回答法人数/調査法人数。

3.1pt 3.75pt 1.00pt -1.06pt 5pt以上

(本市に本部を置く障害福祉サービス等を実施する法人における当該年度
の入（離）職者数を在籍職員数で除した割合)

26箇所 31箇所 31箇所 28箇所 36箇所

85人 70.7人 72.3人 75.0人 85人

22箇所 21箇所 22箇所 22箇所 30箇所

3箇所 4箇所 4箇所 4箇所 4箇所

340人 364人 373人 400人 400人

54回 68回 32回 73回 150回

1回 1回 1回 1回 1回

4回 3回 3回 3回 4回

－ － 3,319人 3,307人 ※

8人 16人 19人 21人 19人

7箇所 11箇所 12箇所 9箇所 10箇所

検討中 検討中 検討中 1つ検討中

H29年度 H30年度 R1年度 R2見込

7件 7件 16件 15件 12件

1,062人
(53人) (75人) (88人) (104人)
885人 1,052人 1,323人 1,651人

100% 77.94%p.55
(1人中1人) (68人中53人)

－ － 80%以上

 カッコ内は、特別支援学校高等部3年生による、卒業後に就労継続
支援B型事業所の利用を希望する際のアセスメントの数。

p.55

30.0％

p.54

36.7% － 28.6% 24.7% 46.5%

83人 94人 87人 89人 125人

27種類 37種類 34種類 49種類 35種類

33箇所 33箇所 33箇所 32箇所 40箇所

センター「アクセス」の就職活動支援登録者のうち一般就労に移行
した人の割合。)

第2回　市川市社会福祉審議会
令和２年８月７日（金） 資料③-1

ページ数 H28年度

12件 17件 30件 34件 18件

128回 157回 166回 161回 171回

19.0% － － － 40.0％

10.1% － － －
(※ 各年度の施設入所支援の廃止者のうち、理由が「地域へ移行」の者
の数。)

(13事業所) (15事業所) (17事業所)
p.57

(36/68) (36/68) (25/68)
p.59

161人 172人 187人 209人 195人

(本市の生活保護受給者及び精神障害者入院医療費助成制度対象者
のうち、精神科病院に継続して1年以上入院している人数)

239人 264人 239人 198人 215人

(1) 相談支援・権利擁護体制の充実 (2) 就労支援の推進 (3) 地域生活の充実

(4) 災害対策の推進 (5) 障害児支援の推進 (6) 人材の確保と育成

<参考(厚生労働省)>
H29年度「介護職員」採用率17.8%、離職率16.2％
→差1.6pt。




